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Abstract-･ElderlywhohavebeencertifiedforLong-term CareInsurancehaverapidlyincreasedinnumber
withtheprogressoftheagingsociety,andtheLong-termCarelnsuranceSystem hasbecomewellestablished.
Howeverlittleinformationisavailableregardingtheoralhealthofthepersonsinneedofnursingcare.
Thepurposeofthisstudywastoevaluate,inrelationwiththeleveloflong-term carerequired,thedental
diseasesanddentalhealthserviceneedsofelderlywhoapplyforthecerti丘CateofLong-term Carelnsurance.A

surveywasperfわrmedonresidentsof7municipalitiesof也eS.SecondaryMedicalCareandWelfareRegionwllO
appliedforthecerti丘CateofLong-term CarelnsurancebetweenOctoberandDecember2002.Tb,eanalysiswas

perbrmedonthedatafrom368elderly(aged81.0±8.1)whoagreedtoparticipatein也esurvey.
Theobtainedresultswereasfollows:

1)Althoughnorelationwasfわundbetweentheleveloflong-term carerequiredandthenumberofremaining
teeth,thenumberoftee也 indicatedforextraction(C4-teeth)signi丘Cantlyincreasedalongwithnursingcare
needs,reaching24.4%forpersonsatCareLevel4or5.

2)Thepercentageofpersonsinneedofdentaltreatmentand/Orprofessionaloralcarewasashighas89.4%.
Althoughnotsigni且cantlydiだerent,therewasatendencyforincreasesintheseneedswiththatofthelevelof
long.termcarerequired.

3)A洗erbecominginneedofnursingcare,only35.3%ofthesurveyparticipantshaddentalexaminatio鴫 butno

relationcouldbefわundbetweenthisparameterandtheleveloflong-termcarerequired.
Inconclusion,thereisaconsiderablegapbetweentheneedfordentalcareandtheactualnumberofdental
consultations.Therefore,Oralhealthandcareservicesystemsforallpersonsinneedofnursingcareshouldbe

improvedbymoreactivelypromotingtheimportanceoforalcareamongcare-givers,whichincludebothfamily
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membersandcareworkers,andimprovingtheirabilitiestoassessthestateoforalbeal血

抄録 :高齢化の進鼠 介護保険制度の定着とともに介護認定者が急速に増加しているが,要介護者の口腔関連の実態

に関する情報は十分とは言えないO
本調査の目的は,介護認定者における歯科疾患の実態および歯科的治療ニーズについて.要介護度を跨まえ把纏 ･

評価することであるo

S保健医療福祉圏内の7市町村在住で.2002年10月から12月の間に介護認定申請をした者を対象として実態調

査を行い.調査協力の得られた368名 (平均年齢 :81.0±8.1歳)について分析を行ったO

その結果,平均残存歯数に要介護度との相関が認められない一方,要介護度が上がると要抜去歯 (C4歯)が有意

に増加する傾向が認められ,要介護4および5の対象者では残存歯の24.4%が要抜去 (C4)の状態となっていたO

さらに,歯科的治療ニーズとして,歯科治療または専門的口腔ケアが必要な者は89.4%にものぼり,統計的に有意

ではないものの要介護度が上がるにつれてニーズも上昇する傾向が見られたo

その-方で,要介護状態となってから歯科を受診した者は全体で35,3%であり,要介護度との相関は認められなかっ

たOつまり,歯科治療等の必要性と実際の受診状況には大きな隔たりがあることが明らかになった｡今後,介護関係者･

介護家族等への口腔管理の重要性に関する普及啓発を一層進めるとともに,口腔内の問題把瞳 (アセスメント)能力

杏高め,すべての要介護者に対して歯科的治療 ･ケアが捷供できる地域歯科保健福祉体制を整備していく必要がある

と考えられるO

｢=■■●
至ヨ ･

我が国は超高齢化社会を迎え,介護を必要 とする高齢

者の数は増加の一途をたどっているQ併せて,介護保険

制度の普及定着 とともに要介護認兎音数も年々増加 して

いるlj｡そのような中,要介護者に柑する口腔ケアや歯

科治療の成果として,肺炎や発熱防止 2･33, さらにADL

の改善 4･5)等が報告されている｡その結果,要介護者に

対する口腔ケアや歯科治療の重要性が広 く介護関係者に

認識されるようになってきたO-方で,要介護者の歯科

疾患の実態や歯科的治療ニーズについては,訪問歯科健

診による調査 6,7)や,施設入所者を肘象 とした調査 8･91

など,いくつかの報告がなされているが十分とは言えな

いO いずれの場合 も,対象者の選定には選択バイアスの

存在が疑われ 10与,要介護者全体 としての実態を抱擁す

ることはできていない｡すなわち,訪問歯科健診希望者

は,そもそも歯科保健に関心が高いか,現に歯科的な問

題 を抱えている者が多いと考えられるOまた,施設入所

者については,協力歯科医等の関与のもと,口腔ケアや

歯科健診 ･治療が施設サービスとして組み入れられてい

る場合があり,在宅要介護者 と比較 して歯科的サービス

を受けやすい状況にあることが考えられるO

今後,介護保険制度下での要介護者に対する歯科保健

医療施策を検討 ･推進 してい く為には､施設入所 ･在宅

の双方を総合的に捉えるとともに､要介護度別に歯科疾

患の実態や歯科的治療ニーズを把捉 ･評価してお く必要

がある｡ これらの点を踏まえて得 られた情報は,介護関

係者が口腔ケアや歯科治療により積極的かつ具体的に取

り組んでいくための基礎的な情報 となるとともに,行政

が要介護者に対する各種施策を策定 ･推進してい く際に

も不可欠なものであると考えられる｡

こうしたことから本調査は,我が国の介護認定者にお

ける歯科疾患の実態や歯科的治療ニーズについて,要介

護状態を踏まえ把纏 ･評価することを目的として実施 し

た｡

対象および方法 :

対象は新潟県内のS保健医療福祉圏内の2市 3町2村

に在住 し.2002年 10月か ら12月の間に介護認定申請

をした者のうち,本研究について同意の得 られた372名

としたO介護認定審査の結果,372名中3名が非該当で

1名が申請中に死亡 したため,以下,この4名を除いた

368名(女性:229名,男性:139名)について分析を行った｡

実態調査は介護認定審査の際の訪問調査に歯科医師が

同行することにより実施 した｡調査項 目について,担当

歯科医師間の見解を統一するために調査マニュアルを作

成 し,キャリブレーションを行った｡

調査項 目は,口腔診査 として,う蝕および歯周病診査,

義歯使周の有無,歯科治療の必要性 (う蝕治療,歯周治療,

補綴治療),および専門的な口腔ケア ･歯科保健指導の

必要性 (プラークの付着,歯石の沈着,義歯の汚れ,食

事中のむせ)を,さらに,聞き取 り調査として,かか り

つけ歯科医院の有無,介護が必要になってからの歯科健

診 ･歯科治療受診の有無である｡ なお,う蝕の診査につ

いては,厚生省 による平成 5年度歯科疾患実態調査 11)

の基準を準用 した｡要介護度については調査村象者の同

意を得て,市町村か ら介護認定審査会の結果について別

途情報提供を受けた｡

解析 にあたっては,まず,歯科疾患の実態 を評価 し

た｡また,未処置歯 ･要抜去歯の有無,補綴治療の必要

性,歯周治療の必要性の診査か ら,何 らかの歯科的な治

療が必要な割合 について,要介護度別に評価 した｡次
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ぎに.プラークの付着状況,歯石の沈着状亨凪 義歯の汚

礼,食事中のむせの有艶 の診査結果に基づき,専門的

な口腔ケア ･歯科保健指導の必要性について要介護度別

に評価したO 最後に,要介護となってからの歯科健診 ･

歯科治療の受診状況およびかかりつけ歯科医師の有無に

ついて要介護度別に評価したO全ての統計分析において

pro.05を有意水準 とし,比率の検定にはx2検定,平均

値の検定には分散分析 (ANOVA)を用いた｡

なお,実態調査にあたっては,新潟大学歯学部倫理審

査委員会の承認を得て行ったOまた,対象者および介護

者には研究内容について十分説明を行い,同意の得られ

た者のみを対象としたO

結 果 :

対象者の平均年齢は,81.0±0.4 (標準誤差 :SE)読

であった｡要介護度による年齢と性の分布に統計的な有

意差は認められないことから,集計は,年齢および性を

区別しないで行うこととした (表 1)0

1.歯科疾患の実態および歯科的治療の必要性について

対象者全体の平均残存歯数は7.1±0.4(SE)本,辛

表1 要介護度による年齢および性の分布

年 齢 性 別

要介護度 人数 平均値 標準誤差 女 男

要 支 援 75 80.8 (0.8) 47(62.7%) 28(37.3%)

要介護 1 130 80.9 (0.7) 85(65.4%) 45(34.6%)

要介護2 58 80.7 (1｣.) 39(67.2%) 19(32.8%)

要介護3 33 80.7 (1.9) 15(45.5%) 18(54.5%)

要介護4 35 81.4 (1.4) 23(65.7%) 12(34.3%)

要介護5 37 82.2 (1.2) 20(54.1%) 17(45.9%)

計 368 81.0 (0.4) 229(62.2%)139(37.8%)

年齢および性とも分布に統計的な有意差なし

211

均未処置歯数は1,6±0.2(SE)本,無歯顎者の割合は

39ユ%であった｡平均残存歯数,平均未処置歯数,およ

び無歯顎者率には要介護皮による差は認め られなかっ

た｡ しか し,残存歯における要抜去歯 (C4歯)の責め

る割合は,要支援者では6.5%であったものが,要介

護度の上昇 とともに増加 していき,要介護 5の者では

23.0%であった｡オッズ比で示すと,要支援者を 1とし

た場合,要介護5の者では4.29に達 し,この傾向は統

計学的に有意であった (p<0.001,x 2検定,表2)O

さらに,未処置歯 ･要抜去歯の有無,歯周治療の必要

悼,補綴治療の必要性か ら歯科的治療ニーズを評価する

と,調査対象者368名中258名 (70.1%)に何らかの歯

科的な治療の必要性を認めた｡要介護度別にみると,戟

計的に有意差はみられなかったが,要介護度の上昇とと

もに,歯科的な治療を必要とする人の割合が増加 してい

く傾向がみられた｡オッズ比は,要支援者を1とした場

合,要介護5の者では1.92であった (表3)0

2.寺門的口腔ケア ･歯科保健指導の必要性について

専門的口腔ケア ･歯科保健指導の必要なものは全体で

68.5%を占めたが,要介護度による有意差は認め られな

かった｡その中で,今回評価対象 とした4項 目 (プラー

クの付着状況,歯石の沈着状況,義歯の汚れ,食事中の

むせの有無)のうち,｢食事中のむせ｣については,要

介護度の上昇にともなって,専門的指導が必要と判断さ

れた者の割合は有意な増加傾向を示し (P〈O.0001, x 2

検定),要支援では4.0%であったものが要介護5の者で

は37.8%であった｡オッズ比でみると,要支援者を1と

した場合,要介護 5の者では14.61であった (表 4)0

3.歯科健診 ･歯科治療の受療状況およびかかりつけ歯

科医の有無について

要介草状態 となってから歯科健診 ･歯科治療の受診経

験のある者は全体で 130名 (35.3%)であったが.要介

護度による有意差は認められなかった｡受診の手段につ

いては,対象者の5.7%が ｢往診｣と回答し,27.4%が ｢通

院｣ と回答 した｡｢往診｣は,要介護皮が上がるほど増

表2 要介護度による残存歯数におけるC4歯数の占める割合の比較

要介護皮 対象者数 C｡歯総数 非C｡歯轍 残存歯総数 C｡歯率 オッズ比 95%信頼区間

要 支 援 75

要介護 1 130

要介 護 2 58

要介 護 3 33

要介 護 4 35

要介 護 5 37

34 488

137 819

96 342

29 227

54 154

55 184

522 6.5% 1

956 14.3% 2,40

438 21.9% 4.03

256 11.3% 1.83

208 26.0% 5.03

239 23.0% 4.29

最少億 最大値

1.62 -3.55

2.66 -6.10

i.13 -2.98

3.16 -8.02

2.71 -6.80

合 計 368 405 2214 2619 15.5%

- 27 -
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加する櫨向にあり,これと反対に.｢通院｣は減少する

科受診軽験のない者が全体で 64.7%を占めた｡

また,対象者のうち,かか りつけ歯科医師がいると

回答したのは,234名 (63.6%:)であったO要介護鑑の

上昇とともに,かか りつけ歯科医師がいるという回答者

の割合が有意に少なくなり tp=0.01. x 2検定,表 6上

要支援者では73.3%であった ものが要介護 5の者では

43.2%であったC,オッズ比は,要支援者を1とした場合,

要介護 5の者では0.28であった｡

考 察 :

本調査では,S保健医療福祉圏内の7市町村の介護保

険担当部局の協力のもと,調査期間中の介護認定申請者

の3割程度が調査対象となるよう､申請窓口において調

査協力依頼を行ったoこのため,調査対象者は政審な意

味での無作為抽出とはなっていないo Lかし 今回の

調査対象者の要介護度別の分布が要支援 ;20.4%,要介

護 1;35,3%,要介護 2;15.8%,要介護 3;9.0%,要

介護4;9.5%,要介護5;10.1%であったのに対し ほ

ほ同時期の2002年12月末の介護保険事業報告に基づ

く要介護反別の分布はそれぞれ 14.3%,30.5%,18.5%,

12.4%,12.3%,12.1%であった｡今回の調査対象者が

要支援,要介護･1に若干偏っている傾向は認められるも

のの,ほぼ近似 した分布を示 していることから,要介護

産別の歯科疾患等の実態に関する費重なデータが得 られ

たと考える｡

今回の調査では平均残存歯数に要介護度との相関が認

められなかった｡その一方で,要介護度が上がるとC4
歯が有意に増加する傾向が認められ,要介護4および5

の対象者では残存歯の24.4%が C4の状態となっていたO

要介護度が高くなるほどう蝕が増加する傾向は,特別

養護老人ホーム入所者を対象とした過去の調査においで

も同様であり,要介護度の増加 とともに残根状態などの

重症なう蝕の増加が認められている12㌔ この背景には,

要介護度の増加にともなう身体軌 精神的な自立度低下

が不十分な口腔保健行動とも結びついていることが報告

されている13)a

これに加え,要介護度が高くなると痔痛等著 しい症状･

不便がない限り,歯科受診に結びつかず放置される傾向

になること,また,歯科を受診したとしても,要介護者

の全身状態や診療環境の制約から抜歯等の観血的処置が

行いにくいこと,なども影響 していると考えられる｡

さらに,今回の調査により,歯科治療または専門的な

口腔ケア･歯科保健指導が必要な要介護者は,それぞれ,

70.1%および68.5%であったOこれ らを範合すると専門

家によるなんらかの歯科的対応が必要な者は89.4%にも

のぼり,統計的に有意ではないものの要介護度が上がる

につれてニーズも上昇する傾向が認められた｡その一方

で,要介護状態となってから実際に歯科治療を受診した

者はわずか 35.3%であった｡つまり,歯科治療等の必要

性 と実際の受診状況には大きな隔たりがあることが明ら

かになったQ

同株の結果は他地区の調査でも認められているQ 千葉

市における在宅要介護者を対象とした調査では,歯酷医

師が歯科治療 を必要 とすると判定した好象者が 76%い

るにもかかわらず,本人の治療の希望は46%,介護者

ではさらに少なく40%と半数程度に過 ぎないことが報

告されている 1410

高齢者にとって食事は日常の大 きな楽しみであ り15),

口腔の健康を維持することは,要介護者の肺炎防止 2･3}

や ADLの改善 4･5)とともに,栄養改善や QOLの向上

にも大 きく寄与 している 16~18㌔ こうした口腔の健康管

理の果たす役割を要介護者本人 ･家族,介護関係者に対

して一層普及啓発していくとともに,口腔に関する問題

を感じた際に,気軽に専門家に相談 ･依頼できる体制を

構築していくことが,専門家からみた歯科治療 ･ケアの

必要性 と現実の受診状況のギャップを埋めていくために

まず求められると考える｡また,要介護者本人 ･家族が

明確に自覚できない問題点をで きるだけ早期に発見 し

適切な対応に結びつけていくためにケアマネージャーや

ホームヘルパー,訪問看護師等の介護関係者の口腔内の

問題把捉 (アセスメント)能力を高めていくことも重要

である｡

この場合,現状の制度 ･社会的資源の状況下では要

介護となる前から歯科治療等を通 じ口腔の健康管理に携

わっているかか りつけ歯科医に中核的な役割を期待する

ことが最 も合理的であると考えられる｡ しかし 今回の

調査では要介護度が上昇するとともにかか りつけ歯科医

がいると回答した者の割合が減少 していた｡こうした状

況を改善するためには,かか りつけ歯科医に継続的な口

腔健康管理の一環として,要介護状態 となってからも要

介護者 ･家族へ直接,あるいはケアマネージャーを通 じ

て歯科的な関わりを継続するような積極的な取組みを期

待するとともに,これをサポー トするような行政,歯科

医師会,歯科衛生士会,医師会,地域中核医療機関,介

護保険サービス事業者等によるネットワークづ くりが必

要だと考える｡

また.要抜去歯 (C4歯)の割合 と同様に,食事中の

むせを症状として持っている者についても要介護度と有

意な相関が認められ,全体の 15.2%,要介護4および5

では31.9%を占めた｡食事中のむせを有する者について

は,摂食構下障害-の対応を含めた専門的な口腔ケアの

必要性が高いと考えられる｡2006年4月か らの介護保
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表3 要介護度による歯科的治療のニーズ

要介護度 人数 歯科治療のニーズあり オッズ比 (95%下限-95%上限)カイ2乗値 p値

要 支 援 75

要 介 護 1 130

要 介 護 2 58

要 介 護 3 33

要 介 護 4 35

要 介 護 5 37

49(65.3%)

87(66.9%)

40(69.0%)

26(78.8%)

27(77.1%)

29(78.4%)

1

1.07 (0.59-1.96)

1.18 (0.57-2.45)

1.97 (0.75-5.15)

1.79 (0.71-4.50)

I.92 (0.77-4.81)

0.05 0.82

0.20 0.66

1.92 0.17

1.54 0.22

1.96 0.16

計 368 258(70.1%) カイ2乗値=4.702

統計的な有意差なし カイ2乗p健二0.4533
対数尤度 (切片を含む)ニー224.458

R2乗=0.011

表4 要介護皮と食事中のむせについての口腔ケアの必要性

要介護度 人数 必要 オッズ比 (95%下限-95%上限)カイ2乗億 p債

要 支 援 75

要 介 護 1 130

要 介 護 2 58

要 介 護 3 33

要 介 護 4 35

要 介 護 5 37

3(4.0%)

17(13.1%)

6(10.3%)

7(21.2%)

9(25.7%)

14(37.8%)

1

3.61 (1.02-12.76)

2.77 (0.66-ll.59)

6.46 (1.55-26.87)

8.31 (2.09-33.08)

14.61 (3.85-55.38)

3.97 0.05

1.95 0.16

6.59 0.01

9.02 0.00

15.56 <0.00

計 368 56(15.2%)

表5 要介護度による歯科受診の手段 (往診か通院か)

カイ2乗借=27.426

カイ2乗p億<0.0001
対数尤度 (切片を含む)≡-156.938

R2乗=0.083

要介護度 人数 往診 通院 受診手段不明 歯科受診なし

要 支 援 75

要 介 護 1 130

要 介 護 2 58

要 介 護 3 33

要 介 護 4 35

要 介 護 5 37

0(0.0%)

2(1.5%)

2(3.4%)

3(9.1%)

6(17.1%)

8(21.6%)

30(40.0%) 1(1.3%)

43(33.1%) 5(3.8%)

13(22.4%) 1(1.7%)

7(21.2%) 1(3.0%)

5(14.3%) 0(0.0%)

3(8.1%) 0(0.0%)

44(58.7%)

80(61.5%)

42(72.4%)

22(66.7%)

24(68.6%)

26(70.3%)

計 368 21(5.7%) 101(27.4%) 8(2,2%) 238(64.7%)

カ イ 2乗億-53.005

カイ 2乗 p低く0.00 0 1

表6 要介護度によるかかりつけ歯科医の存在

要介護度 人数 いる オッズ比 (95%下限-95%上限) カイ2乗億 p債

要 支 援 75 55(73.3%) 1

要 介 護 1 130 90(69.2%) 0.82 (0.43-1.54)

i * 護 2 58 37(63.8%) 0.64 (0.31-I.34)

i * =# 3 33 18(54.50/o) 0.44 (0.19-I.03)

要 介 護 4 35 18(51.4%) 0.39 (0.17-0.89)

要 介 護 5 37 16(43.2%) 0.28 (0.12-0.63)

0.39 0.53

1.39 0.24

3.61 0.06

4.99 0.03

9.24 0.00

合 計 368 234(63.6%)

- 29 -

カイ2乗億=14.88

カイ2乗p億=0.01
軒数尤度 (切片を含む)ニー241.319

R2乗-0.03
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険制度の改正において軽度者 (要支援 1･2 t改正前の

要介護度で要支援および要介護 1の一部日 および要介

護予備軍 (特定高齢者)を対象とした ｢口腔機能の向上｣

が介護予防サービスとして位置づけられることとなった

が,これと併せてより要介護度の高い者についても,摂

食味下リハビリテーションを含めた専門的口腔ケアの充

実･強化を囲っていくことが早急に必要だと考えられたO

結 語 :

本調査は,要介護者に財する各種.歯科保健医療福祉

施策を策定･推進していく基本的情報を捷供するために,

要介護者全体の歯科疾患や歯科的治療ニーズの実態を要

介護度別に把撞 ･評価することを目的に実施した｡

この結鼠 歯科治療または専門的な口腔ケアを必要と

する者は,全体の89.4%にのぼり,一方,要介護状態と

なってか らの歯科を受診した者は,35,3%にとどまるこ

とが明らかとなったOこうした開差を解消するためには,

今後一層,介護関係者,介護家族等に対する要介護者の

口腔健康管理の重要性についての普及啓発を行うととも

に,口腔内の問題把捉 け セスメント)能力を高め,全

ての要介護者に対して歯科的治療 ･ケアが提供できる地

域歯科保健福祉体制を整備していく必要があると考えら

れた0

本研究の一部は厚生労働科学研究費補助金の助成によ

り行ったO
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